
国民健康保険料 (税)の保険料の上限額の設定について

○ 現行の国民健康保険料(税 )の賦課上限については、

3‐ 書蘇署費麗輩¥詔窪霧豪程聾      撃Z罷駐めのもの)12万円
を合わせて、59万円としていたところ。

○ これまで賦課上限を、毎年度見直し、必要に応じて引き上げてきたところであるが、厳しい経済情勢

が続くなか、被保険者の所得の伸びが見込まれず、これまでどおり、賦課上限額を超える世帯が全体

の4%となるように設定していると、中間所得者層の負担が重くなること等を考慮し、平成22年度から

8言 警翼菱動霧肇』峯幕 顧 冒梶ギ摯古卑 引墓 ゆ

を合わせて、63万円とすることとした。

被用者保険の保険料に係る標準報酬月額等の上限の設定について

○ 被用者保険の保険料の算出基礎となる標準報酬月額については、被保険者全体に占める標準報酬

月額等級の上限に該当する被保険者の割合が可%となるよう、その上限については、報酬月額が1,¬

75千円以上の場合に1,210千円としている。

○ 被用者保険の保険料の算出基礎となる賞与の賦課上限額については、

標 準 報 酬 月 額 の 上 限 (1,210千 円 )X4.46ヶ 月 (平成17年度人事院勧告において比較対,ことしている民間の年間賞与月数 )

を基に、540万円としている。

※
霧曇昼毅翫賃墨霊窓讐野雷呈譜夏

のとおり
1(尋平蟄講議護芳晋習ilモ (平成22凛度)

(1,210千 円 X12ヶ月+5,400千円)X9.34%=約 186万円
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介護保険料 (第 号保険料)について

:

:

市町村民税本人非課税  1市町村民税本人課税

(保険料基準額

第1段階

生活保護受給者

第3段階

世帯全員が市町

村民税非課税

かつ本人年金収

入80万円超等

第4段階

本人が市町村

民税非課税

(世帯に課税者
がいる)

第5段階

市町村民税課税

かつ基準所得金

額200万 円未満

第6段階

市町村民税課税

かつ基準所得金

額200万円以上

量こ灘 昇軋覗議

=題

τ鑽 。

の者の人口比で按分し、市町本

1(保

険者)は、

○ 介護保険料は、低所得者等に配慮し負担能力に応じた負担を求める観点から、市町村民税の課税状況等

に応じて段階別に設定されている。(標準は6段階)

※ H21～ 23年度の保険料の全国平均額 (月 額)は、4′ 160円 となつている。

X) 1.5

1.25

1.0

0。75

0.5

― |→
:

:

:

第6段階第4段階
ヽ

第5段階
′

′

第3段躍
1

1

職

・′
: 第2段階

/       ′/ 収入

第2段階

世帯全員が市町

村民税非課税

かつ本人年金収

入80万円以下等
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後期高齢者医療制度の保険料の年金からの支払いについて

1 年金からの支払い(天引き)の仕組み

・2ヶ月毎の年金支給の際に、公的年金から、2ヶ月分の保険料を引き落とし

:平成12年に介護保険において保険料の年金からの支払いを導入

※年金からの支払いの主な理由

① 被保険者の皆様に、個別に金融機関等の窓口でお支払いいただくなどの手間をおか

② 保険料の徴収に係る行政の余分なコストを省く

2年金からの支払いの対象者

り         
1ヾ8万以上

下
あり、

※ 75歳以上の高齢者の約8割が対象

原則として、全ての方について、平成2¬ 年4月 から、口座振替と年金からの支払いとの選択により、保

険料の納付をできるようにした。

※平成22年 4月 ;年金からの支払い件数 約1077万件、口座振替へ切り替えた件数 約75万件(平成20年 10月 からの累計)

かつ、②介護保険料と合算した保険料額が年金額の

-33-



国民健康保険料 (税 )の年金からのお支払いの対象者について

○ 国民健康保険1手おける特別徴収対象者

国民健康保険では、原則として、平成20年 4月 より、世帯内の国民健康保険の被保険者が、世帯主の方

も含めて全員、65歳から74歳までだけの世帯の世帯主の方の受給している年金から、保険料をお支払い

いただく仕組みを導入しているところ。
一

―

‥

一一

く特男1徴収口普通徴収の判定例>

【例1】 世帯主(国保)72歳、妻(国保)68歳の場合

【例2】 世帯主(国保)72歳、妻(国保)63歳の場合

【例3】 世帯主(後期)78歳、妻(国保)68歳の場合

【例4】 世帯主(国保)72歳、妻(国保)68歳、子(社保)40歳の場合

↓

↓

↓

↓

特別徴盤
普通徴収

普通徴収

特別徴:堕

また、後期高齢者医療制度と同様、

① 年金額が年額18万円 (月 額1万5千円)未満の場合

は、年金からの徴収の対象としない取扱いとしているところ。

原則としそ、全ての方について、平盛21年 4月 から、口座振替と年金からの支払し,ヽ との選択により、保険料

の 納 イ寸を で き る よう|ラ した二

:、件数 約174万件、口座振替へ切り替えた件数 約51万件 (平成20年 1()月 からの累計 )
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法について

【後期高齢者医療制度における保険料の納付】

○ 後期高齢者医療制度の保険料の納付義務者は、高齢者の個々人。

〇 以下の要件を満た丁高齢著あ保険料については、年金からの特別徴収を実施。

<要件>

この保険料との合算額が年金受給額の1/2以下

)こ とについての申し出がない

※ 国民健康保険においては、上記の要件に加え、世帯主を含む被保険者全員が65歳以上の世帯のみ

年金からの特別徴収の対象としている。

<対象者数>
約1,077万人 (I成 22年4月 の年金支給時)

たな制度における保険料の納付】

o 新たな制度においては、
。 国保に加入する高齢者の保険料については、同一世帯の他の現役世代の保険料と合算 し、

.サ裏蕎馨棋模に加入する高齢者の保険料は、各被用者保険の算定方法・徴収方法を適用

したがって、以下の75歳以上の高齢者は保険料の納付義務がなくなる。

75歳以上の高齢者

約1,400万人

○

被用者保険へ移行する75歳以上の高齢者
,本 人 :事業主が本人負担分と事業主負担分を合わせて被用

者保険者へ納付 ⇒ 約30万人

被扶養者 :保険料負担無し ⇒ 艶座迪五人

国保の世帯員となる75歳以上の高齢者 :世帯主が納付

⇒ 約300万人 ※ 平成19年度国保実態調査より  、



健保組合間の保険料率のばらつき

個々の健保組合の保険料率を見れば、45%ο未満から95%ο超まで、ばらつきがある。

協会けんぽ(政管健保)の保険料率 (平成20年度:82%o)を上回る組合数も、全体の約2割弱存在する。

100

― ― ― ― “ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ~~ニ ニ i39-

―――――――――~― ――……τ5~

全組合の平均

73.08%o(19年 度 :1518組合)

73.80%o(20年度 :1497組合)

口19年度決算  ■20年度決算見込み

255251

- -92 +g

保険料率が82%。 (政管・協会けん

ぽ料率)を超える組合は、

平成19年度は、252組合 (全組合

の16.7%)、 平成20年度は、276

組合 (全組合の18.4%)

― ― ― ― ―
“

―
■ 誌

―
“

~~~~― ― ― ― ―

1

82%0～   85%。 ～

85%。未満 90%。未満

9O%oo- 95%.0)L
9s%"*ffi

/。。～   50%o-   55°/00～

,未満 55%。未満 60%。未満

二は調整保険料率が含まれる。

60o/oo-

5s%"*ffi
65%O-    70%0´ψ

70%。未満 75%。未満

75%0-    80%0-     82%。

80%。未満 820/。。未満
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うち被保険者うち事業主

莱票薔釜支ilttI蚕を商スλることで、保険料を低く設定してぃる組合がある。

健保組合の保険料率二覧(平成20年度決算見込)

保険料には、調整保険料を含んでいる。

平均標準報酬月額 X12ヶ 月+平均標準賞与〈年間)

うち被保険者うち事業主
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医療保険制度における患者負担の推移

平成9年9月～ 平成¬3年 1月～
平成14年

¬0月 ～

平成15年

4月 ～

平成18年

10月 ～
平成20年4月 ～～昭IB4フ 年

12月
略

“

8年1月～ 昭和58年2月～

老人医療費

支給制度前

老

　
　
人

老人医療費支給制度

(老人福祉却

老人保健制度

７
５
歳
以
上

後期高齢者

医療制度

国

保
3割

な し

入院300円 /日

外来400円 /月

-1,000円 /日

→  500円 /日

(月 4回まで )

+薬剤一部負担

定率¬害1負担

(月 額上限付き)

*診療所は

定額制を選択可

…

離

高額医療費創設

定率 ¬割負担

(現役並み所得者 2割 )

定率:1割負担

(現役並み

所得者 3割 )

1割負担

(現役並み所得者 3割 )

７

０

～

７

４

歳

2割負担 (※ ).

(現役並み所得者 3割 )

※ 1割に凍結

被

用

者

本

人

額

担

定

負

若

　

　

人

国   保

3害 1

高額療養費創設 (S48～ )

入院 3割

外来 3割 +薬剤一部負担

3害 1

…離

3害 J

７

０

歳

未

満

3害嘔

(義務教育就学前 2割 )被

用

者

家

族

5害1

者
　
人

用被

本

定額      → 1割 (S59～ )

高額療養■創設

入院 2割

外来 2割 +薬剤一部負担

被用者

家 族

3害1(S48～ )→入院 2割 〈S56～ )

高額療養費創設  外来 3割 (S48～ )

入院 2割

外来 3割 +薬剤一部負担

(注 )・ 1994(平成 6)年 10月 から入院時食事療養費制度創設、2006(平成 18)年 10月 か ら入院時生活療養費制度創設

・ 2002(平成 10年 10月 か ら 3歳未満の乳幼児は 2割負担に軽減、2008(平成 20)年 4月 から義務教育就学前へ範囲を拡大
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各医療保険制度における給付の内容

給付の内容

給付の種類 被用者保険後期高齢者医療制度

【患
者
負
担
】

診療、薬剤の支給その他の医療サービ

ス(現物給付 )

【義務教育就学前の方】医療費の2割

【70～74歳の方】EE療費の2割 (1割に凍結中)

(現役並み所得者は3割 )

【上記以外の方】医療費の3割

医療費の1割

(現役並み所得者は3割 )

保険外併用療養費

訪間看護療養費

医療サービスに係る現物給付ができな

い等の場合に支給 (現金給付)

高額介護合算療養費

必要な医療を行える最寄りの医療機関まで、その傷病の状態に応じ最も経済的な経路及び

方法により移送された場合の交通費等の費用駆師 鰭鷲≧篭∬螺
こ

(現金給付 )

市町村の条例に規定する金

額 (1～ 5万円程度 )

広域連合の条例に規定する

金額 (2～ 5万円程度)

薇保険者等が死亡したとき、葬祭の費

用として支給 (現金給付)葬祭費・埋葬料

原則として38万円 (平成23年 3月 までは42万 円)

出産等の費用として支給(現金給付)出産育児一時金

1日 につき標準報酬日額

の3分の2相当額
広域連合又は市町村の条例に規定して実施することができる

こととされているが、実施しているところはない。

被保険者が出産又は傷病により労務に

服することができないときに支給 (現金

給付)

出産手当金

傷病手当金
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○

○

○

○

入院時食事療養・生活療養費

入院時食事療養費は、保険医療機関に入院したときに必要となる食費について、その一部を支給し、患者負担の軽減を図る仕

組み。

入院時生活療養費は、65歳以上の方が保険医療機関の療養病床に入院したときに必要となる居住費について、その一部を支

給し、患者負担の軽減を図る仕組み。

それぞれの支給額は、食費及び居住費について定めた「基準額」から、被保険者が負担するも6Dとして定めた「標準負担額」を

控除した金額

支給方法は、各保険者が被保険者に代わり保険医療機関に直接支払う現物給付方式

※1:難病等の入院医療の必要性の高い方の負担額は、1食 260円 等 (居住費の負担なし。)

※21管理栄養士等による栄養管理、適時・適温の食事等が提供されている場合に限る。

※3過去1年間の入院日数が90日 超の場合、160円

※4老齢福祉年金受給者の場合はさらに軽減

-40-

支給額

標準 負担額
(患者負担 )

<標準負担額の例>

左以外の方

(一般病床など)

療養病床に入院する

65歳以上の方(※ 1)

1食につき

260円
(食費)1食 460円 (※ 2)

(居住費)1日 320円

1食につき

210F](※ 3)
(食費)1食210円

(居住費)1日 320円
市町村民税非課税の世帯

に属する方等

1食 につき

100円
(食費)1食 130円

(居住費)1日 320円 (※ 4)
上記のうち、世帯全員が

一定の所得以下

(参考)介護保険施設 (多床室)に入所している方の例

標準的な利用者負担額
(食費)1日 1380円
(居住費)1日 320円

年金 80万 円超で市町村民

税非課税の方

(食費)1日 650円
(居住費)1日 320円

年金 80万円以下の方
(食費)1日 390円
(居住費)1日 320円

生活保護を受給している方
(食費)320円
(居住費)0円



高額療養費制度の概要

°
』蠣下劃歴績  :が蕩ξ猪儡豪盤属t義ど原増墨君曇彗1浅蠍錦鍬R

O自 己負担限度額は、被保険者等の所得・年齢に応じてきめ細かく設定

<後期高齢者医療制度における一般的なケース (患者負担割合「1割」・限度額「一般」)>

医療費 100万 円

窓口負担 10万円

k
高額療養費として支払い 10万円-44,400円 =55,600円

○ なお、保険医療機関に入院した場合については、高額療養費を現物給付化し、窓口での支払を自己負担

限度額までにとどめている。

(例 )75歳の被保険者 (患者負担割合「1割」、自己負担限度額441400円 )が入院し、医療費が約100万円かかつた場合。

償還払いの場合

③高額療養費
(約55,600円 )の支給

現物給付の場合

①一定の限度額
(44,400円 )を支払

被保険者※
③高額療養費

※70歳以上の低所得者及 (約55,600円 )等の
び70歳未満の方は、事前 支給

短」菫Y認聾譲
定を受けてお ご塾町
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高額療養費の自己負担限度額について

○ 医療保険制度においては、以下のとおり被保険者の所得口年齢に応じて月ごとの患者負担の限度額を設定している。

１

２

カッコ内の金額は、多数回該当の場合 (過去12月 に3回以上高額療養費の支給を受けていること)′″―「・V′ ……・― ―́一ア・
忌暑員通罰啓あ見直しの凍結 (1割→2割 )を踏まえ、限度額も据え置かれているもの。

70～ 74歳の方については、

考】介護保

※

※
　
Ｉ

上位所得者

(月 収53万円以上 )

150,000円 +医療費の1%
(83,400「 ])※

1

80,100円 +医療費の1%
(44,400「 ])※

1一般

35,400円
(24,600円 )※

1
低所得者

(市町村民税非課税 )

自己負担限度額

外来(個人ごと)    |_____型重壁壁望

44,400円
80,100円 +医療費の1%

(44,400F])※¬現役並み所得者

12,000円 ※2 44,400円 ※2
一般

低所得者 Ⅱ(市町村民税非課税 )

8,000円
24,600円

15,000円
低所得者 1(年金収入80万円以下等 )

世帯の上限額

37,200円
(1)下記(2)または(3)に該当しない場合

24,600円

個人15,000円

○市町村民税世帯非課税

024,600円への減額により生活保護の被保護者とならない場合

:ハ 士 ET‖ 臣 ■呂4「F量 J卜 型 雲首メ rみ、歯 生 金 笙 J7入 金 箱 +合 計 所 得 金 額 〕が 〔
|○市町村民税世帯非課税で〔公的年金等収入金額+合計所得金額〕が80万円以下である場合

|○市町村民税世帯非課税の老齢福祉年金受給者

①個人15,000円
② 15,000円①生活保護の被保護者

②15,000円 への減額により生活保護の被保護者とならない場合



高額介護合算療養費の概要

01年 間(毎年8月 1日 ～翌年7月 31日 )の医療保険と介護保険における自己負担の合算額が著しく高額になる場合に、負担を

軽減する仕組み。

①支給要件 医療保険上の世帯単位で、医療保険と介護保険の自己負担を合算した額が、限度額及び支給基準額(500円 )の合計額

を超えた場合に、当該自己負担額を合算した額から限度額を控除した額を支給する。

②限度額  年額56万円を基本とし、被保険者の所得口年齢に応じてきめ細かく設定。

③費用負担 医療保険者、介護保険者の双方が自己負担額の比率に応じて負担し合う。

医療の自己負担 30万円

【制度のイメージ)】

④支給額の連絡
医療保険者

③申請(②の証明書
②自己負担

医療保険上の世帯

医療保険受緒
●

介護保険受給者

○ 夫婦とも75歳以上 (住民税非課税)で、夫が医療サービス、妻が介護サービスを受けている世帯の場合

(介護サービス)特別養護老人ホームに入所
(医療サービス)病院に入院

(年金収入)夫婦で年間211万円以下 (住民税非課税 )

今まで (20年 3月 まで )
これから(20年 4月 から)

医療費と介護費の自己負担 (合計60万
円)を支払つた後、各保険者に請求

自己負担限度額 (31万円)を一定程度

超えた場合に、当該超えた額 (29万



高額介護合算療養費の自己負担限度額について

刈 口

 l偏 覇 :鷺 菫 瑾 麓 魏 判 応 の自議 即 醸 樋 用す視

※370～ 74歳の患者負担割合の見直し (1割→2割 )の凍結を踏まえ、限度額についても75歳以上の方と同等に設定

-44-

0年 額56万円(高齢者医療と介護保険の自己負担を合算した額の分布状況を踏まえて設定)を

基本としt被保険者等の所得・年齢に応じてきめ細かく設定している。

後期高齢者医療制度

+介護保険

被用者保険又は国保

+介護保険
(70歳 ～74歳がいる世帯 (※ 1))

被用者保険又は国保

+介護保険

(・70歳未満がいる世帯 (※ 2))

現役並み所得者

(上位所得者)_
67万円 67万円 126万円

一  般 62万円
→ 56万円 (※ 3)

67万円

低所得者

Ⅱ 31万円 31万円

34万円

Ｔ

ユ 19万円 19万円



現役並み所得者について

○ '70歳以上の方の患者負担 (保険医療機関の窓口で支払う金額)の割合は、原則「1割 Jとしているが、現役世代と同

等の負担能力を有する方については、現役世代と同じ「3割」を負担していただくこととしている。

※11又入から公的年金等控除、必要経費、基礎控除、給与所得控除等の地方税法上の控除金額を差し引いた後の額。

米
雀 踏 鶴轟嘉舅&集昌裏需嘉馨肯等簿ぜ質留&急島乱

政管健保平
押
標準報酬月額を基礎として、

「

役世代の平均収入額を算出し(約 383万円)、 その金額から諸控除を

※3平成16年度の政管健保平均標準報酬月額                 ｀

oただし、上記の場合であつても、以下の要件に該当する場合は、負担割合は「1割」となる。

【要件】

世帯の被保険者全員の収入※¬の合計額が520万円※2未満(世帯の被保険者が一人の場合は、

383万円※3未満)である場合等後期高齢者医療制度

国民健康保険
世帯の被保険者 (70～ 74歳の方に限る。)全員の収入の合計額が52()万円未満 (世帯の被保険者

(70～ 74歳の方に限る。)が一人の場合は、383万円未満)である場合等

被用者保険
被保険者及びその被扶養者 (70～ 74歳の方に限る。)の収入の合計額が520万円禾満 (彼扶養有

(70～ 74歳の方に限る。)がいない場合は、383万 円未満)である場合等

鵠薯駿姦8峰λ響力喜翻fオ潔馨需軒琴継識bttT猛
曇鵬樵。4万円■/AN的輸等腺199万円)≒ 520万円

書鱒 製 鸞 竜撃″:嚢運ビ 零量覆量聰 罫
IIII{IIIFllil旱 [縫 控除●205ゆ ≒I珀 35円

145万円+(基礎控除(33万 円)十給与所得控除(73万 円)+社会保険料控除(・

１

２

　

　

３

※

※

　

※

世帯内に課税所得※1の額が145万円※2以上の被保険者がいる場合後期高齢者医療制度

世帯内に課税所得の額が145万円以上の被保険者(70～ 74歳の方に限る。)がいる場合
国民健康保険

被保険者が70歳以上であつて、その方の標準報酬月額が28万円※3以上である場合
被用者保険
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